
今
年
も
労
働
保
険
の
前
年
度
確

定
保
険
料
の
申
告
・
納
付
と
新
年

度
概
算
保
険
料
の
申
告
・
納
付
手

続
き
（
年
度
更
新
）
の
時
期
が
到

来
し
ま
し
た
。
そ
ろ
そ
ろ
手
元
に

年
度
更
新
申
告
書
が
届
く
こ
ろ
か

と
思
い
ま
す
。

令
和
５
年
度
の
年
度
更
新
期
間

は
、
６
月
１
日
（
木
）
か
ら
７
月

10
日
（
月
）
ま
で
で
す
。

労
働
保
険
の
年
度
更
新
と
は
、

労
働
保
険
料
（
労
災
保
険
料
と
雇

用
保
険
料
）
の
申
告
か
ら
納
付
ま

で
の
一
連
の
手
続
き
で
、
毎
年
度

行
う
こ
と
か
ら
「
年
度
更
新
」
と

い
い
ま
す
。

労
働
保
険
料
の
申
告
に
か
か
る

年
度
は
、
毎
年
４
月
１
日
か
ら
翌

年
の
３
月
31
日
ま
で
の
１
年
間
で

す
。
こ
の
１
年
間
を
「
保
険
年
度
」

と
い
い
、
労
働
保
険
の
年
度
更
新

は
保
険
年
度
を
単
位
と
し
て
行
い

ま
す
。

保
険
年
度
を
単
位
と
し
て
１
年

分
の
保
険
料
を
概
算
で
申
告
し
、

納
付
し
ま
す
。
こ
の
保
険
料
を

「
概
算
保
険
料
」
と
い
い
、
毎
年

原
則
と
し
て
７
月
10
日
ま
で
に
納

付
し
ま
す
。
そ
し
て
保
険
年
度
が

終
了
し
た
と
こ
ろ
で
、
労
働
者
に

支
払
っ
た
賃
金
の
総
額
か
ら
労
働

保
険
料
を
確
定
さ
せ
、
あ
ら
た
め

て
概
算
保
険
料
と
の
差
額
（
過
不

足
）
を
精
算
し
ま
す
。
こ
の
確
定

し
た
保
険
料
の
こ
と
を
「
確
定
保

険
料
」
と
い
い
ま
す
。

今
年
度
の
年
度
更
新
で
あ
れ
ば
、

令
和
５
年
３
月
末
日
で
保
険
年
度

（
令
和
４
年
度
）
が
終
了
し
、
労

働
者
に
支
払
わ
れ
た
賃
金
の
総
額

が
確
定
し
ま
す
の
で
、
あ
ら
か
じ

め
納
付
し
て
い
る
令
和
４
年
度
の

概
算
保
険
料
と
令
和
４
年
度
の
確

定
保
険
料
と
で
精
算
を
行
い
、
令

和
５
年
度
（
令
和
５
年
４
月
か
ら

令
和
６
年
３
月
ま
で
）
の
概
算
保

険
料
の
申
告
・
納
付
と
あ
わ
せ
て

行
い
ま
す
。

①
労
災
保
険
料

確
定
保
険
料
の
計
算
は
、
保
険
年

度
に
お
い
て
、
ア
ル
バ
イ
ト
や
パ
ー

ト
タ
イ
マ
ー
等
を
含
む
す
べ
て
の

労
働
者
に
支
払
わ
れ
る
賃
金
の
総

額
に
、
そ
の
事
業
ご
と
に
定
め
ら

れ
た
労
災
保
険
率
を
乗
じ
て
算
定

し
ま
す
。
概
算
保
険
料
の
計
算
は
、

す
べ
て
の
労
働
者
に
支
払
わ
れ
る

賃
金
総
額
を
予
想
し
て
計
算
し
ま

す
が
、
前
年
度
に
支
払
っ
た
賃
金

総
額
の
２
分
の
１
以
上
、
２
倍
以

下
で
あ
る
と
見
込
ま
れ
る
場
合
は
、

前
年
度
の
賃
金
総
額
を
そ
の
ま
ま

使
用
し
て
よ
い
こ
と
に
な
っ
て
い

ま
す
。

②
雇
用
保
険
料

確
定
保
険
料
の
計
算
は
、
保
険
年

度
に
お
い
て
、
雇
用
保
険
の
被
保

険
者
で
あ
る
労
働
者
に
支
払
わ
れ

る
賃
金
の
総
額
に
そ
の
事
業
ご
と

に
定
め
ら
れ
た
雇
用
保
険
率
を
乗

じ
て
算
定
し
ま
す
。

概
算
保
険
料
の
計
算
は
、
労
災

保
険
料
と
同
様
に
、
前
年
度
に
支

払
っ
た
賃
金
総
額
の
２
分
の
１
以

上
、
２
倍
以
下
で
あ
る
と
見
込
ま

れ
る
場
合
は
、
前
年
度
の
賃
金
総

額
を
そ
の
ま
ま
使
用
し
て
よ
い
こ

と
に
な
っ
て
い
ま
す

令
和
４
年
度
の
確
定
保
険
料
の

算
定
方
法
は
例
年
と
異
な
り
ま
す
。

算
定
基
礎
賃
金
集
計
表
の
様
式
も

変
更
さ
れ
て
お
り
、
前
期
（
令
和

４
年
４
月
１
日
～
９
月
30
日
）
と

後
期
（
令
和
４
年
10
月
１
日
～
令

和
５
年
３
月
31
日
）
に
分
け
て
算

出
し
ま
す
。

変
更
さ
れ
た
様
式
（
算
定
基
礎

賃
金
集
計
表
）
の
下
段
に
新
た
に

設
け
ら
れ
た
「
令
和
４
年
度
確
定

保
険
料
算
定
内
訳
」
欄
を
使
用
し

ま
す
。
保
険
料
算
定
基
礎
額
と
保

険
料
額
を
前
期
・
後
期
別
に
算
出

し
、
申
告
書
の
「
確
定
保
険
料
算

定
内
訳
」
欄
に
転
記
し
ま
す
。
な

お
、
申
告
書
の
「
確
定
保
険
料
算

定
内
訳
」
欄
は
、
労
災
保
険
分
と

雇
用
保
険
分
で
同
額
で
あ
る
場
合

も
、
労
災
保
険
分
と
雇
用
保
険
分

欄
に
必
ず
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
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労
働
保
険
料
の
計
算
方
法

労
働
保
険
の
年
度
更
新
と
は

労
働
保
険
料
の
概
算
・
確
定

労
働
保
険
料
の
計
算
方
法

労災保険料 ＝

全労働者に支払われる賃金総額（※）

× 労災保険率

雇用保険料 ＝

雇用保険被保険者に支払われる賃金

総額（※） × 雇用保険率

（※）賃金総額には「賞与」も含みます

計算式



と
く
に
中
小
企
業
に
お
い
て
は
、

新
卒
採
用
が
実
現
し
に
く
く
、
実

務
経
験
の
あ
る
方
を
即
戦
力
と
し

て
採
用
す
る
こ
と
が
多
く
、
時
間

の
経
過
と
と
も
に
高
齢
者
中
心
の

職
場
に
な
っ
て
い
る
と
い
っ
た
現

状
が
あ
り
ま
す
。
体
力
面
や
と
っ

さ
の
機
敏
さ
が
鈍
化
す
る
こ
と
が

あ
り
、
労
災
発
生
率
が
若
年
者
と

比
較
す
る
と
高
い
傾
向
に
あ
り
（
※
）
、

労
災
防
止
に
一
層
の
配
慮
が
必
要

と
な
り
ま
す
。

そ
こ
で
、
令
和
２
年
に
厚
生
労

働
省
か
ら
エ
イ
ジ
フ
レ
ン
ド
リ
ー

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
公
表
さ
れ
ま
し

た
。
こ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
事

業
者
や
労
働
者
に
取
組
み
が
求
め

ら
れ
る
事
項
を
取
り
ま
と
め
た
も

の
で
、
職
場
環
境
づ
く
り
や
労
働

災
害
の
予
防
的
観
点
か
ら
、
高
年

齢
労
働
者
の
健
康
づ
く
り
を
推
進

す
る
た
め
に
、
高
年
齢
労
働
者
を

使
用
す
る
事
業
者
と
労
働
者
自
身

に
取
組
み
が
求
め
ら
れ
る
事
項
を

示
し
た
も
の
で
す
。

①
安
全
衛
生
管
理
体
制
の
確
立
等

安
全
衛
生
方
針
の
表
明
、
担
当

者
を
指
定
し
、
高
年
齢
労
働
者
の

労
働
災
害
に
つ
い
て
リ
ス
ク
ア
セ

ス
メ
ン
ト
を
実
施

②
職
場
環
境
の
改
善

照
度
の
確
保
、
段
差
の
解
消
、

補
助
機
器
の
導
入
な
ど
の
ハ
ー
ド

面
の
対
策
、
勤
務
形
態
等
の
工
夫
、

ゆ
と
り
の
あ
る
作
業
ス
ピ
ー
ド
な

ど
の
ソ
フ
ト
面
の
対
策
を
実
施

③
高
年
齢
労
働
者
の
健
康
や
体
力

の
状
況
の
把
握

健
康
診
断
や
体
力
チ
ェ
ッ
ク
に

よ
る
健
康
や
体
力
の
状
況
を
客
観

的
に
把
握

④
高
年
齢
労
働
者
の
健
康
や
体
力

の
状
況
に
応
じ
た
対
応

個
々
の
高
年
齢
労
働
者
の
健
康

や
体
力
の
状
況
に
応
じ
て
安
全
と

健
康
の
点
で
適
合
す
る
業
務
の
マ
ッ

チ
ン
グ

⑤
安
全
衛
生
教
育

写
真
や
図
、
映
像
等
文
字
以
外

の
情
報
も
活
用
し
た
丁
寧
な
教
育

訓
練
教
育
を
実
施

自
ら
の
健
康
づ
く
り
に
積
極
的

に
取
り
組
ん
で
く
だ
さ
い
。

・
健
康
診
断
等
に
よ
る
健
康
や
体

力
の
状
況
の
客
観
的
な
把
握
と
維

持
管
理

・
日
常
的
な
運
動
、
食
習
慣
の
改

善
等
に
よ
る
体
力
の
維
持
と
生
活

習
慣
の
改
善

（
※
）

25
～
29
歳
と
比
べ
65
～
69
歳
で

は
男
性
2.0
倍
、
女
性
4.9
倍
（
厚
生
労
働
省

「
平
成
31
／
令
和
元
年
労
働
災
害
発
生
状

況
の
分
析
等
」
）

１
日
（
～
７
月
1
０
日
）

○
労
働
保
険
の
今
年
度
の
概
算
保

険
料
の
申
告
と
昨
年
度
分
の
確
定

保
険
料
の
申
告
書
の
提
出

［
都
道
府
県
労
働
局
ま
た
は
労
働

基
準
監
督
署
］

10
日

○

雇
用
保
険
被
保
険
者
資

格
取
得
届
の
提
出＜

前
月
以
降
に

採
用
し
た
労
働
者
が
い
る
場
合＞

［
公
共
職
業
安
定
所
］

30
日

○
健
保
・
厚
年
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報

告
書
の
提
出
［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・

納
付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提

出
［
公
共
職
業
安
定
所
］
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健
康
保
険
法
な
ど
の
改
正
案
が
、

12
日
午
前
の
参
院
本
会
議
で
可
決
、

成
立
し
ま
し
た
。

75
歳
以
上
の
約
４
割
が
負
担
増

と
な
る
と
の
こ
と
で
す
。（

ぎ
ん
）

藤田社会保険労務士事務所

e-mail：
fujita.office-1@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

TEL・075-611-5300
FAX・075-606-1906

〒612-8017
京都市伏見区桃山南大島町1-4-41-504

編
集
後
記

６
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

Ｑ
当社では、法定休日に出勤してもらう

ことが年に数回あります。

先日、半年ほど前に法定休日出勤した従業員

から代休の申出がありました。代休を与えなけ

ればいけませんか。

Ａ
法律上あるいは会社の就業規則上の取

得期限を過ぎてしまった場合は、原則

従業員は代休を取得することができません。従

業員から代休取得の申出があったとしても、会

社はこれを拒否することができます。御社の就

業規則に取得期限が規定されているかどうか、

ご確認ください。

なお、休日出勤が週１日の法定休日労働のと

き、休日労働の代償として代休が付与された場

合は、所定労働時間相当分（100％）について

は代休が与えられたことから加算して支給する

必要はないが、休日割増部分（35％）は加算

して必要です（平６・１・４基発１号）。賃金

計算期間内に代休を取得できない場合、休日労

働割増賃金（135％）は支払っておき、代休を

付与された月で給与の清算調整として処理する

か、あるいは４週４日以上（労基法35条２項）

ある場合には法37条１項違反として取り扱わ

ないとしています（前掲通達）。

代休取得の期限

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
公
表

事
業
者
に
求
め
ら
れ
る
取
組
み

労
働
者
に
求
め
ら
れ
る
取
組
み


